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要旨
　本研究では、まず、社会福祉分野の基礎的な概念であるニーズ（needs；必要）を福祉ニーズと呼び、
福祉ニーズおよび高次の福祉ニーズの概念整理を行った。そして、高齢者の社会的な活動への参加ニーズ
を高次の福祉ニーズのひとつとして取り扱い、高次の福祉ニーズの充足に関連する要因を明らかにする実
証的研究を行った。実証的研究では、千葉県市川市の高齢者を対象に郵送調査により行った社会福祉調査
のデータを用いた。社会的な活動への参加ニーズの充足状況は、社会的な活動参加の意向がある者のなか
で、実際に活動をしていない者を「活動参加ニーズ未充足群」、活動している者を「活動参加ニーズ充足
群」と操作的に定義した。社会的な活動は、趣味などの仲間内の活動とボランティア活動の 2 つを用意し
た。多変量解析により検討した結果、これら 2 つの社会的な活動への参加ニーズが未充足群となっていた
集団の特性は、充足群と比較して、親しい友人や仲間の数が少ないこと、活動情報の認知の程度が低いこ
とであった。また、社会的な活動参加ニーズの未充足群は、充足群と比較して、概して心理的ウェルビー
イングの得点が低いことが明らかになった。超高齢社会を迎えたわが国において、高齢者の社会的な活動
への参加ニーズが充足しやすい環境整備などの支援を行い、より多くの者の活動参加ニーズが充足される
ことが望まれる。
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Ⅰ．はじめに
　本研究は、福祉ニーズの概念整理と高次の福祉ニーズの充足に関連する要因を検討するものである。本
稿の構成は、まず、福祉ニーズと高次の福祉ニーズに関する概念整理を行い、次に、高次の福祉ニーズと
して高齢者の社会的な活動への参加ニーズを取り扱うことを述べ、そして、実証的研究により高次の福祉
ニーズの充足に関連する要因を検討する、とした。
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Ⅱ．福祉ニーズおよび高次の福祉ニーズに関する概念整理
１．福祉ニーズとその性質
１）福祉ニーズとは
　社会福祉の分野および社会福祉学において、「ニーズ（needs；必要）」という概念はもっとも基礎的な
概念のひとつである1)。社会福祉の制度は、福祉に関するニーズを充足するためにある。社会福祉の構成
要素を、①社会福祉が対象とする問題、②問題を解決するための資源、③問題と資源をより有効に結びつ
けるための援助者や援助技術、④これら全体をつなぐ援助観、人間観、福祉観の 4 点であらわす方法があ
り2)、ニーズは、このうちの「①社会福祉が対象とする問題」にあたる。このように、ニーズは、社会福
祉において基礎的で重要な概念である。なお、社会福祉分野におけるニーズの呼び方は、「ニーズ」、「ニー
ド」、「必要」、「福祉ニーズ」などさまざまであるが、本研究では「福祉ニーズ」と呼ぶことにする。
　福祉ニーズは、社会福祉分野においてもっとも基礎的な概念であるため、その用語は頻繁に使用される。
しかし、福祉ニーズは非常に大きな概念であり複雑であるため、福祉ニーズとは何かを尋ねられたときに、
その場ですぐに説明することは容易ではないであろう。では、福祉ニーズの概念定義として、どのような
ものがあるのであろうか。エンサイクロペディア社会福祉学では、「人間が社会生活を営むために欠かす
ことのできない基本的要件を欠く状態」3) という記述がみられる。リハビリテーション事典には関連事項
として社会福祉分野の項目がいくつか掲載されており、「人が社会で生活していくうえでの問題や困りご
と」4)との説明がみられる。福祉社会事典では、「ある主体にとって何らかの望ましい状態を想定すること
ができるとき、その状態に照らしてみて何らかの客体が欠けている状態にあることを意味する」となって
いる5)。三浦文夫は、ニードを「ある種の状態が、一定の目標なり、基準からみて乖離の状態にあり、そ
してその状態の回復・改善等を行う必要があると社会的に認められたもの」とし、そのなかで「ある種の
状態が、ある種の目標や一定の基準からみて乖離の状態にある」ものを依存的状態あるいは広義のニード
とし、この依存的状態の「回復、改善等を行う必要があると社会的に認められたもの」を要援護性あるい
は狭義のニードとしている6)。
２）福祉ニーズの性質
　福祉ニーズがあるということは、基本的に、何らかの「望ましい状態」があり、何かが欠けているため
にこの「望ましい状態」が実現できないということである7)。この「望ましい状態」とは、生活において
必要なものが欠けていないような状態であり、それゆえに、贅沢な状態ではなくて人間として到達されて
いるべき状態であると社会的に承認されるような状態のことである。つまり、福祉ニーズは、消費者ニー
ズや欲求、需要（demands）といった概念とは異なる。例えば、贅沢な物であっても、ある者がそれを必
要と感じたり欲したり、購入しようと思えば、そこには消費者ニーズや欲求、需要といったものがあると
いうことになるであろう。しかし、福祉ニーズの場合は、いわゆる贅沢な物は対象とならず、一般的にみ
て生活に必要とされるような物や到達されているべき望ましいとされる状態に限定される。福祉ニーズと
需要は、欲しい物が贅沢品ではなくて生活における必需品である（福祉ニーズも需要もある）場合のよう
に、一致することもあれば、欲しい物が贅沢品であって必需品ではない（福祉ニーズはないが需要がある）
場合というように、一致しない場合もあるという関係にある1)。
　福祉ニーズがあるかどうか、換言すれば、望ましい状態が実現できていないかどうかを誰が判断するの
かについて、専門家と当事者（本人）の 2 つに分けられる7)。福祉ニーズに関する文献を概観すると、当
事者の判断よりも専門家の判断のほうが重視される傾向がみられる。その理由は、当事者が「望ましい状
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態が実現できない」と判断したものが、もちろん福祉ニーズと一致する場合もあるが、それが単なる贅沢
であったり過度な要求や偽りであったりする場合も考えられるからである。
　しかし、忘れてはならないのは、当事者の判断よりも専門家の判断のほうが重視される傾向があると
いっても、当事者の判断にも十分に気を配るべきだという指摘が多いことである。その理由として、専門
家が常に正しい判断ができるとは限らないこと、福祉ニーズを有する本人である当事者は専門家など第三
者がわからない情報をもっていたり専門家よりも正確な情報をもっていたりすること、専門家の判断だけ
が重視されると専門家による権力的な支配が蔓延しかねないことなどがあげられる7, 8)。
３）福祉ニーズの内容
　福祉ニーズの内容を分類して示したものにはどのようなものがあるのであろうか。大雑把に分けるのか、
細かく分けていくのかにより、その結果はさまざまであろう。先行研究をみると、アメリカ・ソーシャル
ワーカー協会は、福祉ニーズに相当するものを、①労働の機会、②安定した収入、③家庭の保存、④精神
的・身体的健康、⑤適切な教育、⑥宗教的な表現の機会、⑦余暇の満足な利用という分類で示している9)。
岡村重夫は、①経済的安定、②職業的安定、③家族的安定、④保健・医療の保障、⑤教育の保障、⑥社会
参加ないし社会的協同の機会、⑦文化・娯楽の機会というように分類している10)。
４）高次の福祉ニーズ
　低次の（基本的な）福祉ニーズとは何か、高次の福祉ニーズとは何かについて、本研究では、マズロー
（Maslow, A. H.）が示した欲求階層説の階層性を参考にして捉えることにする。マズローの欲求階層説で
は、生理的欲求をもっとも低次の（基本的な）欲求とし、安全と安心の欲求、所属と愛の欲求、承認の欲
求と続き、自己実現の欲求をもっとも高次の欲求に位置づけている11)。本研究ではこのような階層性の考
え方を参考にし、低次の（基本的な）福祉ニーズとは、それを充足しないと生命に著しい悪影響を与える
ようなもの、いち早く充足すべき優先度の高いものとし、高次の福祉ニーズとは、充足する優先度は相対
的に低いが、人間らしい生活を送るために必要なものとする。高次の福祉ニーズの例としては、先述した
福祉ニーズの内容・分類で言えば、アメリカ・ソーシャルワーカー協会が示した 7 つの分類のなかでは「⑦
余暇の満足な利用」、岡村重夫が示した 7 つの分類においては「⑦文化・娯楽の機会」がそれにあたるも
のと考えられる。
２．本研究で取り扱う高次の福祉ニーズ：高齢者の社会的な活動参加ニーズ
　本研究で福祉ニーズの実証的研究を行うにあたり、本稿という限られた範囲内で扱える福祉ニーズの対
象を限定する必要がある。そこで本研究では、福祉ニーズのなかで高次の福祉ニーズを扱う。そして、高
次の福祉ニーズに該当するであろうさまざまなもののうち、何かひとつの具体的なものに焦点をあてて取
り扱い、その高次の福祉ニーズの充足に関する実証的な研究を行う。
　検討した結果、本研究では、高次の福祉ニーズとして高齢者の社会的な活動への参加ニーズを取り扱う
ことにした。その選定理由を述べる。まず、本研究で高次の福祉ニーズを選定した理由は、高齢者福祉分
野において、高次の福祉ニーズに関する研究の数は、低次の（基本的な）福祉ニーズと比較して少なく、
研究が遅れていることがあげられる。もちろん、低次の（基本的な）福祉ニーズに関する研究は優先度が
高いため、研究の数も多くなるであろうが、だからと言って、高次の福祉ニーズに関する研究を軽視して
よいということにはならないであろう。高次の福祉ニーズに関する研究の数が少ないことに関して、例え
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ば、高次の福祉ニーズのキーワードを「活動」や「社会参加」とし、低次の（基本的な）福祉ニーズのキー
ワードを「介護」や「認知症」として、日本社会福祉学会の学会誌『社会福祉学』の論文検索を過去 5 年
間（2007年以降）の期間について2012年10月に行うと、次のような結果となる。高次の福祉ニーズと
みなした「活動」や「社会参加」が論文名に含まれていたものは 2 件であったのに対し、低次の（基本的
な）福祉ニーズとみなした「介護」や「認知症」の方は 9 件であった。このように、高次の福祉ニーズに
関する研究の数が少ないため、本研究で取り組むことにした。
　次に、本研究で、高次の福祉ニーズとして高齢者の社会的な活動への参加ニーズを選定した理由は、高
次の福祉ニーズの充足に関する研究という本研究のテーマの観点から、分析枠組みを参考にすることがで
き、さらに研究を発展させていくことが見込まれる先行研究があったことがあげられる。その先行研究
は、在宅高齢女性の高齢期の活動における活動意向の充足状況に関連する要因を扱ったものである12)。こ
の先行研究は、対象者が無作為抽出されていないこと、女性だけであること、多変量解析により他の要因
を統計学的に取り除いて分析する段階にまで達していないことなどの研究課題があり、研究の発展が見込
まれる。
　高齢者の社会的な活動を研究で取り扱う意義は、第 1 に、わが国では人口高齢化が進行し世界に類をみ
ない超高齢社会を迎えており、高齢社会対策基本法13)や今後 5 か年間の高齢者保健福祉施策の方向（ゴー
ルドプラン21）にみられるように、要介護高齢者に対する支援とともに介護を必要としない高齢者に対
して社会的な活動への関与の促進をするといった政策が行われてきたこと、第 2 に、老人福祉法の第三条
において、高齢者の社会的な活動への関与を促す内容が明記されていること、第 3 に、高齢者の社会的な
活動は、活動に関与する高齢者本人の生きがいの形成14)やウェルビーイングの向上15)、閉じこもりや社会
的孤立の予防16, 17)に結びつくとともに、地域におけるつながりづくり18)にも寄与するものとして重要視さ
れていることがあげられる。
　高齢者の社会的な活動という概念に関して、活動に職業労働を含むかどうかをはじめとして、狭義のも
のから広義のものまであるなど、共通理解が得られる 1 つの概念があるとは言えない。定義の例としては、
「家庭外での対人活動」19)、「家族や親族を超えた他者との対人活動、団体や組織に参加して行う活動、地
域における活動の場への参加といった、高齢者が空いた時間を活用して自主的に行う活動の総体」20)など
がある。社会的な活動を構成する活動内容は、①家族や親族以外の他者とのかかわり、②団体や組織への
参加、③ボランティア活動、④地域における何らかの場への参加20)といったものに相当する具体的な内容
を示した活動項目が、調査や研究においてよく用いられている。
　高齢者の社会的な活動への参加ニーズが、単なる贅沢なものではなく、福祉ニーズであることを述べる。
これまで述べたことと重なるが、第 1 に、前掲のように高齢社会対策基本法、高齢社会対策大綱21)、そして、
今後 5 か年間の高齢者保健福祉施策の方向（ゴールドプラン21）のなかにみられるように、高齢者の社
会的な活動を促す政策が行われていることがあげられる。具体的なものは、例えば、老人クラブ活動への
助成、都道府県に明るい長寿社会づくり推進機構を設置して「気運づくり」「組織づくり」「人づくり」を
目指した事業実施による社会活動の促進など22)がみられる。第 2 に、前掲のように老人福祉法においても
社会的な活動への関与を促す内容が明記されていることがあげられる。第 3 に、福祉ニーズの内容・分類
の先行研究を示したように、高齢者の社会的活動は、アメリカ・ソーシャルワーカー協会が示した 7 つの
分類のなかでは「⑦余暇の満足な利用」に、岡村重夫が示した 7 つの分類では「⑦文化・娯楽の機会」に
相当することがあげられる。なお、岡村による分類の「⑥社会参加ないし社会的協同の機会」は、将来に
向かって社会的協同を維持するための社会組織、社会秩序維持のための装置が必要といった内容10)である
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ため、本研究で扱う社会的な活動とは異なるものである。
　以上のように、高齢者の社会的な活動への参加ニーズは福祉ニーズに含まれる。したがって、もちろん
参加の意向がない高齢者に対して社会的な活動への参加を強いるのは論外であるが、参加の意向がある高
齢者に対しては何らかの手立てによりその意向が実現できるように支援し、社会的な活動参加ニーズを充
足していくことが求められるといえる。
３．本研究における高次の福祉ニーズの充足状況の捉え方
　本研究における高次の福祉ニーズ、つまり高齢者の社会的な活動への参加ニーズの充足状況（充足され
ているかどうか）を本研究でどのように捉えるかを述べる。先行研究において、活動への参加意向と実際
の活動状況（活動の有無）の 2 つを組み合わせて、活動への参加意向が充足しているかどうかを捉える方
法がみられる12, 20)。本研究では、実証的研究にこの方法を用いることにする。この方法は、表 1 に示した
ように、活動への参加意向がある者のうち、実際に活動している者を「活動参加ニーズ充足群」、実際に
活動していない者を「活動参加ニーズ未充足群」として捉えるものである。活動参加意向そのものがない
者は、「活動参加意向なし群」と捉えている。
表1　本研究における活動参加ニーズの未充足群と充足群の分類
活動状況
あり なし
活動参加意向
あり
活動参加ニーズ
充足群
活動参加ニーズ
未充足群
なし 活動参加意向なし群
　この「活動参加ニーズ未充足群」は、「活動への参加意向があるにもかかわらず、何らかの理由により
活動参加に至っていない」者である。これに該当する者が実際に活動への参加に至れば、活動参加ニーズ
が充足され、「活動参加ニーズ充足群」に転化することになり、福祉の視点からも望ましいことである。
Ⅲ．高次の福祉ニーズの充足に関連する要因
１．高次の福祉ニーズの充足に関する実証的研究の背景と目的
　これまで述べてきたような背景から、以下では、高次の福祉ニーズの充足に関連する要因の検討を行う。
具体的には、本研究では高次の福祉ニーズのひとつとして高齢者の社会的な活動への参加ニーズを取り扱
い、第 1 に、社会的な活動への参加ニーズが充足されているかどうかに関連する要因を他の変数をコント
ロールしたうえで明らかにすること、第 2 に、社会的な活動への参加ニーズが充足されている者とされて
いない者との間に心理的ウェルビーイング（well-being）の違いがあるかどうかを他の変数をコントロー
ルしたうえで明らかにすることを目的とする。
　超高齢社会を迎えたわが国では、高齢者の社会的な活動への関与を促進する政策が行われている。その
なかで、社会的な活動への参加意向はあるが実際には活動できていないという乖離を埋め合わせていくこ
とが課題のひとつとされている23)。したがって、社会的な活動の参加ニーズの充足状況（充足群と未充足
群のいずれか）に関連する要因を明らかにしようとする本研究は、意義があると考える。
　高齢者の社会的な活動の先行研究のなかで、活動の関連要因を他の変数をコントロールしたうえで検討
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した研究は散見されるが24－26)、数は少ない。そのなかで、本研究のように、高齢者本人による活動への
参加意向を加味して検討した研究12)は極めて少なくなる。在宅高齢女性を対象にした研究では、本研究と
ほぼ同じ方法で、社会的な活動、学習活動、散歩や運動という 3 つの活動項目について、本研究で言う活
動参加ニーズの充足状況を検討している。そして、二変量間の分析をした結果、得ている活動情報量が少
ない者は社会的な活動と学習活動の活動参加ニーズが充足されにくいこと、活動情報をもっと得たいとい
う意識が低い者は学習活動の活動参加ニーズが充足されにくいことを報告している12)。
　この先行研究12)の主な課題点は、前掲のように、第 1 に、調査対象者が、無作為抽出によって得たもの
ではなく、かつ女性に限定されていること、第 2 に、分析方法に関して二変量間の分析にとどまっており、
他の変数をコントロールした多変量解析から得られた結果ではないこと、第 3 に、社会的な活動という大
きなくくりで 1 つの活動変数を設定して測定しているという精緻さが高くない部分があることがあげられ
る。本研究では、先行研究のこのような 3 つの課題点すべてに対応して行うことにした。
２．研究方法
１）調査対象と方法
　分析には、高齢者を対象にした社会福祉調査（日常生活における活動と意識の調査）のデータを使用し
た。このデータの概要は、次のとおりである。千葉県市川市の許可を得て、住民基本台帳から無作為に抽
出した65 ～ 84歳の者1,400人を対象に、自記式調査票を用いた郵送調査を行った。調査期間は、2009
年 4 月15日から 5 月27日までであった。調査の結果、有効回答数は755人（53.9％）であった。倫理的
配慮に関して、調査の際に、調査協力は義務ではなく調査協力が困難な場合には返送しないでよいこと、
回答データは統計的処理を行い個人の特定を行わないこと、対象者の情報は厳重に管理して漏れない体制
をとっていることを調査協力依頼文書に示した。そして、調査協力が得られる場合には調査票を無記名で
返送するよう依頼した。
２）調査項目および分析に使用した変数
（1）調査対象者の特性
　調査対象者の特性は、年齢、性別（男性＝1、女性＝0）、配偶者の有無（有＝1、無＝0）、居住年数、
経済的な暮らし向き、IADL（instrumental activities of daily living；手段的日常生活動作）、就労状況（有
＝1、無＝0）、親しい友人や仲間の数、活動情報の認知を測定した。
　居住年数は、20年以上に 1 、20年未満に 0 を付与してダミー変数とした。経済的な暮らし向きは、大
変ゆとりあり＝5、ややゆとりあり＝4、ふつう＝3、やや苦しい＝2、大変苦しい＝1とした。IADLは、
預貯金の出し入れ、日用品の買い物、バスや電車の利用の3項目すべてできる者に1、そうでない者に0を
付与してダミー変数とした。親しい友人や仲間の数は、7人以上＝7、5 ～ 6人＝5、3 ～ 4人＝3、1 ～ 2
人＝1、特にいない＝0とした。活動情報の認知は、「趣味や娯楽の催し物」、「学習活動」、「ボランティア
活動への参加の機会」の 3 項目を用いて、各情報を同世代の人よりも知っていると思うかを、とてもそう
思う＝4、まあそう思う＝3、あまりそう思わない＝2、まったくそう思わない＝ 1 の 4 択でたずねて単純
加算した。
（2）活動参加ニーズの充足状況
　社会的な活動は、自分自身が楽しむという要素が強い自己充足的な活動のひとつとして「趣味などの仲
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間内の活動」を設定し、貢献的な活動として「ボランティア活動」を設定し、社会的な活動のなかで性質
の異なる活動を計 2 つ設定した。
　各活動において、その活動への参加意向がある者のみを抽出し、そのなかで、実際に活動している者を
「活動参加ニーズ充足群」＝0、活動していない者を「活動参加ニーズ未充足群」＝1と操作的に定義した。
（3）心理的ウェルビーイング
　心理的ウェルビーイングは、生活満足度（LSIK）27)と日頃の活動満足度28)の 2 つの指標を用いた。生活
満足度は 0 点から 9 点まで27)、日頃の活動満足度は 4 点から20点まで28)を得点範囲とし、得点が高いほ
ど心理的ウェルビーイングが良好であることを示す。
３）分析方法
　分析対象者は、有効回答のうち、代理回答ではないこと、年齢、性別、趣味などの仲間内の活動とボラ
ンティア活動に関する項目にすべて回答していることを条件としたため、694人となった。
　活動参加ニーズの充足状況に関連する要因を明らかにする分析では、従属変数を趣味などの仲間内の活
動参加ニーズの充足状況とボランティア活動参加ニーズの充足状況のそれぞれ、独立変数を調査対象者の
特性を示す変数すべてとする二項ロジスティック回帰分析を行った。
　活動参加ニーズの充足状況と心理的ウェルビーイングの関連を明らかにする分析では、従属変数を生活
満足度と日頃の活動満足度のそれぞれ、独立変数を趣味などの仲間内の活動参加ニーズの充足状況とボラ
ンティア活動参加ニーズの充足状況のそれぞれ、コントロール変数を年齢、性別、配偶者の有無、経済的
な暮らし向き、IADLとする重回帰分析を行った。
３．研究結果
１）分析対象者の記述統計量
　分析対象者の記述統計量は、表 2 に示した。平均年齢（標準偏差）は71.6歳（5.0）、性別は男性が
48.1％、女性が51.9％であった。
　心理的ウェルビーイング指標の平均点（標準偏差）は、生活満足度が5.1点（2.3）、日頃の活動満足度
が13.7点（4.3）であった。
　社会的な活動について、趣味などの仲間内の活動参加ニーズの充足状況は、充足群が43.8％、未充足
群が22.3％、活動参加ニーズなし群が33.9％であった。ボランティア活動参加ニーズの充足状況は、充
足群が20.3％、未充足群が32.1％、活動参加ニーズなし群が47.6％であった。活動参加ニーズがある者
の割合は、趣味などの仲間内の活動では66.1％、ボランティア活動では52.4％となっており、前者のほ
うが高くなっていた。
２）社会的な活動参加ニーズの充足状況に関連する要因
　趣味などの仲間内の活動参加ニーズの充足状況に関連する要因を分析した結果、配偶者の有無（オッズ
比：0.59、95％信頼区間：0.35-0.98、p＜0.05）、親しい友人や仲間の数（オッズ比 : 0.73、95％信頼
区間 : 0.66-0.81、p＜0.001）、活動情報の認知（オッズ比 : 0.75、95％信頼区間 : 0.65-0.87、p＜0.001）
が有意な関連を示した。すなわち、趣味などの仲間内の活動参加ニーズが充足していない者の特性は、配
偶者がいない者、親しい友人や仲間の数が少ない者、活動情報の認知の程度が低い者であった。
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　ボランティア活動参加ニーズの充足状況に関連する要因は、居住年数（オッズ比 : 0.51、95%信頼区
間 : 0.29-0.90、p＜0.05）、親しい友人や仲間の数（オッズ比 : 0.85、95％信頼区間 : 0.77-0.95、p＜0.01）、
活動情報の認知（オッズ比 : 0.79、95％信頼区間 : 0.69-0.91、p＜0.01）が有意な関連を示した。すなわち、
ボランティア活動参加ニーズが充足していない者の特性は、居住年数が短い者、親しい友人や仲間の数が
少ない者、活動情報の認知の程度が低い者であった（表 3 ）。
表2　分析対象者の記述統計量（n＝694）
平均値±標準偏差
または人（％）
年齢
　平均値±標準偏差 71.6 ± 5.0
性別
　男性 334（48.1）
　女性 360（51.9）
配偶者の有無
　あり 501（72.8）
　なし 187（27.2）
居住年数
　20 年以上 538（77.7）
　20 年未満 154（22.3）
経済的暮らし向き
　平均値±標準偏差 3.0 ± 0.8
IADL
　自立 655（95.2）
　非自立項目あり  33（ 4.8）
就労状況
　あり 232（33.9）
　なし 453（66.1）
親しい友人や仲間の数
　平均値±標準偏差 3.7 ± 2.4
活動情報の認知
　平均値±標準偏差 6.3 ± 1.9
生活満足度
　平均値±標準偏差 5.1 ± 2.3
日頃の活動満足度
　平均値±標準偏差 13.7 ± 4.3
趣味などの仲間内活動参加ニーズの充足状況
　充足群 304（43.8）
　未充足群 155（22.3）
　活動参加ニーズなし群 235（33.9）
ボランティア活動参加ニーズの充足状況
　充足群 141（20.3）
　未充足群 223（32.1）
　活動参加ニーズなし群 330（47.6）
注： 各項目で欠損値がある者は除外しているため n ＝ 694 とならない場合が
ある。
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表3　社会的な活動参加ニーズの充足状況に関連する要因（二項ロジスティック回帰分析結果）
趣味などの仲間内活動参加ニーズの
充足状況
（未充足群＝1，充足群＝0）
ボランティア活動参加ニーズの
充足状況
（未充足群＝1，充足群＝0）
オッズ比（95％信頼区間） オッズ比（95％信頼区間）
年齢 0.97（0.92-1.02） 1.00（0.95-1.05）
性別（0＝女性） 1.02（0.63-1.64） 1.08（0.66-1.77）
配偶者の有無（0＝なし） 0.59（0.35-0.98）* 0.93（0.54-1.60）
居住年数（0＝20年未満） 0.84（0.48-1.47） 0.51（0.29-0.90）*
経済的暮らし向き 1.08（0.81-1.42） 1.04（0.76-1.40）
IADL（0＝非自立項目有） 0.51（0.17-1.54） 0.19（0.02-1.58）
就労状況（0＝なし） 1.19（0.73-1.94） 0.85（0.51-1.41）
親しい友人や仲間の数 0.73（0.66-0.81）*** 0.85（0.77-0.95）**
活動情報の認知 0.75（0.65-0.87）*** 0.79（0.69-0.91）**
モデルx2（df） 80.73（9）*** 42.15（9）***
*** p＜.001, ** p＜.01, * p＜.05
３）社会的な活動参加ニーズの充足状況と心理的ウェルビーイングの関連
　活動参加ニーズの充足状況と生活満足度の関連を分析した結果は、以下のとおりである。趣味などの仲
間内の活動参加ニーズの充足状況は、生活満足度と有意な関連を示した（β＝－.101、p＜0.05）。すなわち、
趣味などの仲間内の活動参加ニーズが充足していない者は、充足している者と比較して、有意に生活満足
度が低かった。ボランティア活動参加ニーズの充足状況は、生活満足度と有意な関連が示されなかった。
なお、いずれの分析においても、コントロール変数の 1 つとして投入した経済的な暮らし向きの標準化係
数（β）の数値が非常に大きくなっていた（表 4 ）。
　活動参加ニーズの充足状況と日頃の活動満足度の関連を分析した結果は、以下のとおりである。趣味
などの仲間内の活動参加ニーズの充足状況は、日頃の活動満足度と有意な関連を示した（β＝－.435、
p＜0.001）。すなわち、趣味などの仲間内の活動参加ニーズが充足していない者は、充足している者と比
較して、有意に日頃の活動満足度が低かった。ボランティア活動参加ニーズの充足状況は、日頃の活動満
足度と有意な関連を示した（β＝－.305、p＜0.001）。すなわち、ボランティア活動参加ニーズが充足し
ていない者は、充足している者と比較して、有意に日頃の活動満足度が低かった（表 5 ）。
表4　社会的な活動参加ニーズの充足状況と生活満足度の関連（重回帰分析結果）
標準化係数（β） 標準化係数（β）
年齢 －.052 －.010
性別（0＝女性） －.076 －.025
配偶者の有無（0＝なし） .052 .031
経済的暮らし向き .492*** .489***
IADL（0＝非自立項目有） .032 .105*
趣味などの仲間内活動参加ニーズの
充足状況（0＝充足） －.101* ――
ボランティア活動参加ニーズの
充足状況（0＝充足） ―― －.054
調整済R2 .264*** .250***
*** p＜.001, ** p＜.01, * p＜.05
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表5　活動参加ニーズの充足状況と日頃の活動満足度の関連（重回帰分析結果）
標準化係数（β） 標準化係数（β）
年齢 .068 .047
性別（0＝女性） －.020 －.038
配偶者の有無（0＝なし） －.055 －.048
経済的暮らし向き .254*** .275***
IADL（0＝非自立項目有） .038 .051
趣味などの仲間内活動参加ニーズの
充足状況（0＝充足） －.435*** 　――
ボランティア活動参加ニーズの
充足状況（0＝充足） 　―― －.305***
調整済R2 .278*** .182***
*** p＜.001, ** p＜.01, * p＜.05
４．考察
１）社会的な活動参加ニーズの充足状況に関連する要因
　親しい友人や仲間の数が少ない者、活動情報の認知の程度が低い者は、趣味などの仲間内活動とボラン
ティア活動の双方において、それぞれの活動参加ニーズが充足されにくいことが示された。
　内閣府の調査結果によると、社会的な活動に参加しなかった理由を複数回答でたずねた結果、回答が多
かった順に、「健康・体力に自信がないから」、「家庭の事情があるから」、「同好の友人・仲間がいないか
ら」、「気軽に参加できる活動が少ないから」、「どのような活動なのか知らないから」と続いている29)。3
番目の理由の「同好の友人・仲間がいないから」と 5 番目の理由の「どのような活動なのか知らないから」
という回答は、それぞれ、本研究の「親しい友人や仲間の数が少ない者」と「活動情報の認知の程度が低
い者」に内容が近い。本研究において、これら 2 つのことは、社会的な活動への参加ニーズを充足しにく
いことを示していた。
　親しい友人や仲間の数に関して、松岡の研究では、多変量解析の結果、親しい友人・隣人の数が多いほ
うが社会的な活動への参加が促進されていたとしている30)。そして、親しい友人や隣人は、ともに活動す
る仲間となったり情報源にもなりうるために活動参加促進要因になったと考察している30)。本研究の結果
にあてはめると、親しい友人や仲間の数が少ない者は、活動に誘い合って参加したり活動に関する情報を
もらったりする機会が減少するため、社会的な活動への参加ニーズが充足されにくくなっていたことが考
えられる。
　活動情報の認知に関して、在宅高齢女性の社会的な活動への参加ニーズの充足状況の関連要因を二変量
間の分析により検討した先行研究では、活動情報の認知の程度が低いと活動参加ニーズが充足されにく
かったとしている12)。本研究の結果は、女性だけではなく男女合わせた調査対象者とし、他の変数をコン
トロールした分析においても、そして、趣味などの仲間内活動とボランティア活動という具体的な社会的
な活動の項目それぞれにおいても、同様の結果が得られたことを示した。なお、本研究では、活動情報の
認知の程度が活動参加ニーズの充足を左右する、というモデルを採用している。しかし、活動に参加して
いる者は、活動情報に触れる機会が多くなってその認知の程度がさらに高くなったり、活動に参加してい
ないために活動情報に接する機会がかなり少なくなってしまい認知の程度が低くなるという、逆の因果関
係のモデルもありうることに留意する必要がある。
　趣味などの仲間内活動において、配偶者がいない者は活動参加ニーズが充足されにくくなっていた。配
偶者がいないと、配偶者とともに趣味などの仲間内活動に参加したり、そのような活動に参加したらどう
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かと後押しされることがないために、このような結果となった可能性が考えられる。
　ボランティア活動において、居住年数の短さが活動参加ニーズを充足しにくい要因になっていた。趣味
などの仲間内活動と比較してボランティア活動のほうが、居住地域を基盤とした活動の機会が多い可能性
がある。居住年数が短いと、そのような活動の機会にめぐりあいにくかったり、居住地域や地域住民に対
するなじみが相対的に低いために、参加に気後れしてしまったりしてしまい、そのためにボランティア活
動参加ニーズの充足状況のみに居住年数が関連していたのかもしれない。
２）社会的な活動参加ニーズの充足状況と心理的ウェルビーイングの関連
　趣味などの仲間内活動とボランティア活動それぞれにおいて、他の変数をコントロールしたうえでも、
活動参加意向が充足している者よりも充足していない者のほうが、概して、心理的ウェルビーイングの得
点が低くなっていた。ただし、ボランティア活動参加ニーズの充足状況と生活満足度の指標との関係にお
いてのみ、有意な関連が示されなかった。
　この関連が示されなかった結果の解釈に関して、ボランティア活動という活動の特性と、生活満足度の
指標の特性の双方が結果に影響していたことが考えられる。趣味などの仲間内の活動は、活動により楽し
い時間を過ごせたといった、自己充足的な要素が強い満足感が中心になるのに対し、ボランティア活動は、
他者や社会に貢献したという充実感から感じる満足感であるというように、活動から得られるポジティブ
な主観的評価の種類が少し異なるといえる。換言すれば、趣味などの仲間内の活動は、活動の内容にもよ
るであろうが、「娯楽」というカテゴリーに属する、もしくは近いと言えるのに対し、ボランティア活動は、
貢献的・奉仕的な活動であり、「娯楽」とは言えないであろう。それゆえに、「やりがいを感じる」、「有意
義に過ごせる」といった項目を含んだ日頃の活動満足度の指標28)は、「娯楽」とは言えない貢献的な活動
から得られる充実感を捉えやすいため、ボランティア活動参加ニーズの充足状況と関連を示したのに対し、
このような項目がない生活満足度の指標では、関連が示されなかったことが考えられる。
Ⅳ．おわりに
　本研究では、福祉ニーズおよび高次の福祉ニーズの概念整理をした後、高齢者の社会的な活動への参加
ニーズを高次の福祉ニーズのひとつとして取り扱い、実証的研究を行った。その結果、社会的な活動への
参加ニーズを充足するには、主に、親しい友人や仲間の数が多いこと、活動情報の認知の程度が高いこと
が重要であることが明らかになった。また、社会的な活動への参加ニーズを充足することにより、概して、
高齢者の心理的ウェルビーイングが上昇することが、実証的に示された。なお、コントロール変数の1つ
として使用した経済的な暮らし向きも、心理的ウェルビーイングを上昇させやすいことも示された。しか
し、社会的な援助において、生活保護の対象となる者を除き、経済的な暮らし向きを直接的に高める支援
はできない。そのため、経済的な支援を行うという視点ではなく、社会的な活動への参加ニーズを充足し
やすいような支援を行い、高齢者の心理的ウェルビーイングを高められるようにすることが求められよう。
　本研究の結果から、社会的な活動への参加ニーズを充足しやすい超高齢社会にしていくためには、第 1
に、親しい友人や仲間の数が増加もしくは維持できるようにしていくことが求められる。もちろん、高齢
期になって、親しい友人を新たにつくることは容易ではない場合が多いと考えられるが、まずは知りあい
や顔なじみができるような居場所を増やすなどの環境整備を含んだ多角的な支援が望まれよう。第 2 に、
趣味などの仲間内の活動やボランティア活動に関する活動情報が、その活動に関心がある高齢者に届くよ
うなさまざまな方法を検討して実施していくことが求められよう。
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　最後に、本研究の限界を述べる。第 1 に、本研究の結果は、千葉県市川市の高齢者を対象とした場合の
ものであるため、今後は他の地域で同様の結果が得られるのかを追試により確認することが求められる。
第 2 に、本研究の実証的研究で用いたデータは郵送調査により得られたものであり、調査の有効回答率は
53.9％であった。研究結果を解釈する際には、調査対象者の 4 割強の者からの回答が得られていないと
いう調査の限界があったことに留意する必要がある。第 3 に、社会的な活動参加ニーズの充足状況に関連
する要因がほかにも存在する可能性があるため、先行研究などにより本研究で扱っていない関連する要因
を探索し、実証的に明らかにしていくことが望まれる。第4に、本研究が採用した活動参加ニーズの充足
状況を捉える方法は、活動参加意向がある者を対象とするものであった。活動参加意向がない者はどのよ
うな状況にあるのか、高齢期の生活を送るうえでの問題が多い層なのかそうではないのか、心理的ウェル
ビーイングはどうなのかなど、彼らに焦点をあてた別の研究も行っていく必要があるであろう。
［本研究は科学研究費補助金（19730367）の助成を受けて行った。］
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